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欧
米
の
動
向
／
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
と
ア
メ
リ
カ
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
展
開
の
背
景
 

　
企
業
の
社
会
的
責
任（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）（
注
）、
欧

米
に
お
い
て
は
八
〇
年
代
、
九
〇
年
代
の
グ

ロ
ー
バ
ル
化
、
Ｉ
Ｔ
化
の
進
展
な
ど
企
業
を

取
り
巻
く
環
境
の
変
化
を
背
景
に
、
「
持
続

可
能
な
発
展
」
の
た
め
の
取
り
組
み
と
し
て

注
目
さ
れ
た
。
と
く
に
九
〇
年
代
以
降
、
企

業
は
、
単
な
る
経
済
主
体
と
し
て
で
は
な
く
、

広
く
社
会
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り
、

適
切
に
情
報
開
示
す
る
こ
と
で
株
主
、
取
引

先
、
消
費
者
、
従
業
員
、
地
域
住
民
と
い
っ

た
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
信
頼
関
係
を
築

く
社
会
的
存
在
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い

る
。 

 

欧
米
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
と
い
う
場
合
、
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
と
ア
メ
リ
カ
と
で
は
そ
の
展
開
に
違
い
が

み
ら
れ
る
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
が
そ
の
国
の
社
会
、
文

化
と
密
接
に
関
係
し
て
い
る
規
範
だ
か
ら
で

あ
る
。 

 
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
、
二
〇
〇
四
年
六
月
マ

ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
開

催
さ
れ
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
勧
告
が
採
択
さ
れ
た
。
マ

ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
と
は
、

地
球
規
模
で
の
持
続
可
能
な
発
展
を
め
ざ
し
、

欧
州
委
員
会
が
実
業
界
、
労
働
組
合
、
市
民

団
体
等
々
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
な
り
う
る

す
べ
て
の
人
々
を
対
象
と
し
て
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
積

極
的
展
開
と
ソ

ー
シ
ャ
ル
ダ
イ

ア
ロ
ー
グ
の
実

現
の
た
め
開
催

す
る
も
の
で
あ

る
。
こ
の
動
き

は
、
Ｅ
Ｕ
が
二

〇
〇
〇
年
三
月

の
リ
ス
ボ
ン
会

議
で
採
択
し
た

目
標
、
す
な
わ

ち
「
経
済
成
長
、

競
争
力
や
社
会

正
義
が
相
互
に

補
強
し
あ
う
社

会
の
実
現
、
Ｅ

Ｕ
諸
国
が
世
界
で
最
も
包
括
的
で
競
争
力
の

あ
る
社
会
を
実
現
す
る
こ
と
」、
そ
れ
も
Ｃ

Ｓ
Ｒ
を
通
じ
て
達
成
す
る
と
宣
言
し
た
こ
と

に
端
を
発
し
て
い
る
。
こ
の
方
針
の
も
と
で

Ｅ
Ｕ
は
、
二
〇
〇
一
年
に
グ
リ
ー
ン
ペ
ー
パ

ー
、
二
〇
〇
二
年
に
は
「
持
続
可
能
な
発
展

へ
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
貢
献
」
に
関
す
る
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ペ
ー
パ
ー
を
発
表
し
、
①
企

業
の
内
部
的
要
因
に
よ
る
ア
プ
ロ
ー
チ
（
倫

理
に
基
づ
く
経
営
を
は
じ
め
と
す
る
社
会
的

責
任
統
合
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
人
的
資
源
管
理

や
人
材
投
資
な
ど
労
働
生
活
の
質
の
向
上
確

保
、
役
員
会
の
説
明
責
任
な
ど
も
含
む
）
と

②
外
部
的
要
因
に
基
づ
く
ア
プ
ロ
ー
チ
（
雇

用
問
題
、
社
会
的
責
任
監
査
、
エ
コ
・
ラ
ベ

ル
や
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ラ
ベ
ル
な
ど
の
制
度
の

確
立
、
社
会
的
責
任
投
資
（
Ｓ
Ｒ
Ｉ
）
の
促

進
な
ど
）
の
両
面
を
含
め
た
総
合
的
視
点
か

ら
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
発
展
を
提
言
し
て
い
る
。
マ

ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
の

Ｃ
Ｓ
Ｒ
勧
告
の
採
択
の
背
景
に
は
Ｅ
Ｕ
域
内

の
失
業
問
題
の
深
刻
化
や
経
済
格
差
に
よ
る

社
会
の
階
層
分
化
と
い
っ
た
現
状
が
あ
る
こ

と
を
指
摘
す
る
声
も
あ
る
。
そ
う
い
っ
た
動

き
に
歯
止
め
を
か
け
る
役
割
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
期

待
さ
れ
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
い
て
は
、
政
府
の
行
う
雇

用
政
策
や
低
所
得
者
層
の
救
済
を
企
業
が
社

会
的
責
任
を
果
た
す
こ
と
で
解
決
す
る
こ
と

が
期
待
さ
れ
る
と
い
う
傾
向
を
み
る
こ
と
が

で
き
る
。 

　
一
方
、
ア
メ
リ
カ
に
つ
い
て
は
、
エ
ン
ロ

ン
、
ワ
ー
ル
ド
コ
ム
な
ど
最
近
の
企
業
不
祥

事
の
発
覚
に
よ
る
企
業
の
内
部
統
制
、
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
問
題
か
ら
Ｃ
Ｓ
Ｒ
が
注
目

さ
れ
た
。 

 

し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の

特
徴
は
、
む
し
ろ
個
人
の
社
会
的
関
心
を
投

資
の
意
思
決
定
に
結
び
つ
け
る
社
会
的
責
任

投
資
（
Ｓ
Ｒ
Ｉ
）
の
展
開
に
み
る
こ
と
が
で

き
る
。
Ｓ
Ｒ
Ｉ
投
資
の
た
め
の
社
会
的
ス
ク

リ
ー
ン
指
標
か
ら
は
、
人
道
主
義
的
な
人
権

運
動
や
六
〇
年
代
の
ベ
ト
ナ
ム
反
戦
な
ど
学

生
運
動
を
バ
ッ
ク
に
発
達
し
た
市
民
の
意
識

の
高
ま
り
や
公
正
を
追
求
す
る
倫
理
観
が
ア

メ
リ
カ
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
源
流
と
な
っ
て
い
る
こ

と
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
Ｉ
Ｔ
化
の
進
展
に
よ
り

、

企
業
の
内
部
統
制
の
問
題
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
で
問
わ
れ
る
環

境
、
労
働
や
人
権
の
問
題
等
々
、
も
は
や
一

企
業
で
は
解
決
で
き
な
い
さ
ま
ざ
ま
な
問
題

が
顕
在
化
さ
れ
た
。
国
境
を
越
え
た
規
範
で

あ
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
は
、
そ
の
意
義
が
ま
す
ま
す
問

わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。 

  

【
参
考
文
献
】 

 

谷
本
寛
治
『
Ｃ
Ｓ
Ｒ
経
営
』
中
央
経
済
社
　
二
〇

〇
四
年 
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Ｃ
Ｓ
Ｒ
促
進
を
も
た
ら
す
社
会
的
責
任
投
資（
Ｓ
Ｒ
Ｉ
） 

特集―企業の社会的責任（CSR） 

 

労
働
政
策
研
究
報
告
書N

o.45

「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ

ー
シ
ョ
ン
と
企
業
の
社
会
的
責
任
」
二
〇
〇
五
年 

 
濱
口
敬
一
郎
『
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
企
業
の
社
会
的
責

任
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
と
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
』（
経

営
民
主
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
東
京
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
二
〇
〇

四
）、
二
〇
〇
四
年
　 

 

〔
注
〕 

 

一
橋
大
学
大
学
院
商
学
研
究
科
谷
本
寛
治
教
授
に

よ
る
と
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
は
「
社
会
貢
献
や
社
会
還
元
、
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
倫
理
に
留
ま
ら
ず
、
日
常
の
企

業
活
動
の
プ
ロ
セ
ス
に
社
会
的
公
正
性
や
環
境
へ
の

配
慮
な
ど
を
組
み
込
み
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
対
し

て
説
明
責
任
を
は
た
し
て
い
く
こ
と
」
と
定
義
さ
れ

る
。（『
Ｃ
Ｓ
Ｒ
経
営
』
二
〇
〇
四
年
） 

（
国
際
研
究
部
・
主
任
調
査
員
　
野
村
か
す
み
） 

 

ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
企
業
の
社
会
的
責
任

（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
は
「
民
間
主
導
」
の
取
り
組
み

が
中
心
で
あ
る
こ
と
で
知
ら
れ
る
。
政
府
が

旗
振
り
役
と
な
っ
て
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
促
進
す
る
ヨ

ー
ロ
ッ
パ
と
異
な
り
、
ア
メ
リ
カ
で
は
政
府

機
関
の
積
極
的
な
関
与
は
見
ら
れ
な
い
。 

　 　
企
業
へ
の
外
部
圧
力
と
し
て 

　
存
在
す
る
Ｓ
Ｒ
Ｉ 

 

ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
促
進
に
お

い
て
、
主
要
な
役
割
を
果
た
す
の
は
民
間
の

社
会
的
責
任
投
資
（
Ｓ
Ｒ
Ｉ
）
で
あ
る
。
Ｓ

Ｒ
Ｉ
と
は
、
従
来
の
財
務
分
析
に
よ
る
投
資

基
準
に
加
え
、
企
業
が
社
会
的
責
任
を
果
た

し
て
い
る
か
ど
う
か
を
考
慮
し
た
う
え
で
、

企
業
価
値
を
判
断
し
、
投
資
を
行
う
こ
と
を

い
う
。 

 

Ｓ
Ｒ
Ｉ
に
は
、
①
社
会
的
ス
ク
リ
ー
ン
投

資
（
環
境
問
題
や
社
会
問
題
の
評
価
を
投
資

先
の
選
別
に
反
映
さ
せ
る
）
②
社
会
的
株
主

行
動
（
株
主
と
し
て
企
業
に
対
話
を
求
め
た

り
、
議
決
権
の
行
使
や
株
主
提
案
を
行
う
）

③
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
投
資
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

再
生
を
め
ざ
し
て
社
会
的
弱
者
に
低
利
で
融

資
す
る
）
―
―
の
三
分
野
が
あ
り
、
そ
の
中

で
も
っ
と
も
規
模
が
大
き
い
の
が
、
①
の
社

会
的
ス
ク
リ
ー
ン
で
あ
る
。 

 

米
国
の
Ｓ
Ｒ
Ｉ
調
査
・
広
報
機
関
で
あ
る

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
・
フ
ォ

ー
ラ
ム
（
Ｓ
Ｉ
Ｆ
）
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
ア

メ
リ
カ
に
お
け
る
二
〇
〇
三
年
の
Ｓ
Ｒ
Ｉ
の

資
金
規
模
は
、
二
兆
一
六
四
〇
億
㌦
で
、
こ

れ
は
全
米
で
専
門
家
が
運
用
す
る
資
金
総
額

の
約
一
二
％
に
当
た
る
。
表
一
は
ア
メ
リ
カ

の
Ｓ
Ｒ
Ｉ
投
資
信
託
の
主
な
社
会
的
ス
ク
リ

ー
ン
で
あ
り
、
ど
の
よ
う
な
項
目
が
注
目
さ

れ
る
か
を
示
し
て
い
る
。 

　
ま
た
「
企
業
倫
理
」
に
関
し
て
は
、
民
間

団
体
が
ラ
ン
ク
付
け
を
し
て
お
り
、
二
〇
〇

五
年
四
月
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
行
わ
れ
た
「
企

業
倫
理
サ
ミ
ッ
ト
」
で
は
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト

シ
チ
ズ
ン
一
〇
〇
社
の
リ
ス
ト
が
公
表
さ
れ

た
。
企
業
の
評
価
項
目
は
以
下
の
八
分
野
で

あ
る
。
①
株
主
に
対
す
る
総
利
回
り
②
地
域

貢
献
③
ガ
バ
ナ
ン
ス
④
多
様
な
従
業
員
構
成

⑤
従
業
員
へ
の
対
応
⑥
環
境
問
題
へ
の
対
応

⑦
人
権
⑧
製
品
―
―
で
あ
る
。
な
か
で
も
項

目
③
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
は
二
〇
〇
五
年
度
に
初

め
て
導
入
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
最
高
経
営
責

任
者
（
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）
へ
の
過
剰
な
給
与
支
払
い

や
会
計
再
報
告
な
ど
は
マ
イ
ナ
ス
評
価
で
あ

り
、
逆
に
Ｃ
Ｅ
Ｏ
給
与
が
五
〇
万
㌦
以
下
で

あ
れ
ば
プ
ラ
ス
に
換
算
さ
れ
る
。 

 

こ
の
リ
ス
ト
の
上
位
に
は
、
イ
ン
テ
ル
、

ヒ
ュ
ー
レ
ッ
ト
パ
ッ
カ
ー
ド
、
ピ
ー
ア
ン
ド

ジ
ー
、
ゼ
ロ
ッ
ク
ス
な
ど
の
企
業
が
並
ん
で

い
る
。
ち
な
み
に
、
米
住
宅
金
融
最
大
手
の

連
邦
住
宅
抵
当
金
庫
フ
ァ
ニ
ー
メ
イ
は
、
数

年
来
リ
ス
ト
に
あ
が
っ
て
い
た
が
、
不
正
会

計
へ
の
関
与
が
発
覚
し
順
位
が
落
ち
た
。
ま

た
ゼ
ロ
ッ
ク
ス
は
、
二
〇
〇
二
年
に
発
覚
し

た
会
計
ス
キ
ャ
ン
ダ
ル
の
た
め
一
旦
は
リ
ス

ト
か
ら
外
さ
れ
た
が
、
そ
の
後
の
地
域
サ
ー

ビ
ス
や
多
様
な
従
業
員
構
成
を
買
わ
れ
、
リ

ス
ト
に
復
帰
し
た
。 

   

組
合

と
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る 

　
取
り
組
み
具
体
例 

 

組
合
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
最
近
の
代
表
的

な
取
り
組
み
例
と
し
て
、
全
米
自
動
車
労
働

組
合
（
Ｕ
Ａ
Ｗ
）
に
よ
る
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ

ト
リ
ー
ナ
被
災
地
に
対
し
て
の
支
援
が
あ
る
。

ま
ず
組
合
が
寄
付
金
を
集
め
、
予
定
額
に
満

た
な
い
部
分
は
ジ
ェ
ネ
ラ
ル
モ
ー
タ
ー
ズ
（
Ｇ

Ｍ
）
が
補
充
し
、
被
災
地
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ
ン

ズ
に
送
っ
た
ほ
か
、
家
、
食
物
、
衣
類
な
ど

の
寄
付
や
援
助
を
行
っ
た
。
Ｇ
Ｍ
は
、
車
の

寄
付
や
Ｇ
Ｍ
の
自
動
車
ロ
ー
ン
を
抱
え
る
被

害
者
に
対
す
る
援
助
を
行
っ
た
。 

 

基
本
的
に
組
合
の
活
動
や
主
張
は
Ｃ
Ｓ
Ｒ

の
趣
旨
に
適
う
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
母
体

と
な
る
企
業
の
存
続
に
影
響
す
る
よ
う
な
決

定
に
関
し
て
は
、
企
業
側
の
立
場
に
同
調
す

る
場
合
が
あ
る
。
例
え
ば
、
環
境
保
護
庁
（
Ｅ

Ｐ
Ａ
）
が
出
し
て
い
る
企
業
平
均
燃
費
基
準

（
Ｃ
Ａ
Ｆ
Ｅ
）
は
、
事
実
上
、
自
動
車
メ
ー

カ
ー
に
燃
費
の
良
い
車
の
製
造
を
強
い
る
も

の
で
あ
る
。
Ｕ
Ａ
Ｗ
は
Ｇ
Ｍ
の
立
場
に
同
調

し
て
こ
の
基
準
引
き
上
げ
に
反
対
し
、
投
票

で
Ｇ
Ｍ
が
達
成
し
や
す
い
基
準
を
選
ん
だ
。 

  

【
参
考
文
献
】 

 

委
託
調
査
員
レ
ポ
ー
ト
、
「
諸
外
国
に
お
け
る
Ｃ

Ｓ
Ｒ
の
動
向
と
将
来
展
望
」
法
律
時
報
二
〇
〇
四
年

一
一
月 

〔
注
〕 

 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
シ
チ
ズ
ン
と
は
、「
企
業
は
、
利

益
追
求
よ
り
も
、
良
き
企
業
市
民
と
し
て
積
極
的
に

社
会
貢
献
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
す
る

考
え
方
で
、
欧
米
で
普
及
し
て
い
る
。
こ
の
リ
ス
ト

は
ラ
ッ
セ
ル
一
〇
〇
〇
と
呼
ば
れ
る
株
式
イ
ン
デ
ッ

ク
ス
に
含
ま
れ
る
企
業
デ
ー
タ
と
、
各
企
業
の
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
の
回
答
結
果
を
集
計
し
て
得
ら
れ
た
も

の
で
あ
る
。 

（
国
際
研
究
部
　
吉
原
夕
紀
子
） 

表1  アメリカのSRIの投資信託の 
主な社会的スクリーン 

タバコ 
アルコール 
従業員関係 
環境問題 
ギャンブル 
兵器関連 
雇用の平等 
製品サービス 
人権問題 
コミュニティーへの影響 

124.0 
93.4 
31.1 
28.9 
28.8 
23.8 
22.0 
16.6 
11.2 
10.3

（単位：10億ドル） 



40

英国 

政
府
主
導
に
よ
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
積
極
的
展
開
 

Business Labor Trend  2006.3

特集―企業の社会的責任（CSR） 

 

英
国
の
「
社
会
統
治
（societal gover-

nance

）シ
ス
テ
ム
」
は
、
あ
る
重
大
な
出

来
事
―
例
え
ば
米
国
の
独
立
戦
争
、
フ
ラ
ン

ス
革
命
、
東
西
ド
イ
ツ
統
一
あ
る
い
は
東
欧

の
自
由
化
な
ど
―
を
契
機
に
生
ま
れ
た
も
の

で
は
な
い
。
自
然
に
発
生
し
歴
史
の
蓄
積
を

経
て
今
日
に
至
っ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
は

英
国
の
民
法
が
六
〇
〇
年
間
に
わ
た
り
蓄
積

さ
れ
て
き
た
判
例
に
よ
り
構
成
さ
れ
て
い
る

こ
と
と
共
通
し
て
い
る
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
が
「
社
会

を
方
向
づ
け
る（pro-vides direction to so-

ciety

）シ
ス
テ
ム
」
で
あ
る
以
上
、
こ
れ
も

ま
た
英
国
の
社
会
風
土
、
政
治
、
企
業
哲
学

な
ど
を
織
り
交
ぜ
な
が
ら
長
い
時
間
を
か
け

て
発
展
し
て
き
た
。
過
去
二
〇
年
間
は
、
高

失
業
、
都
市
の
衰
退
、
社
会
不
安
と
い
っ
た

社
会
状
況
を
背
景
に
Ｃ
Ｓ
Ｒ
が
飛
躍
的
に
変

化
し
た
時
期
だ
っ
た
と
い
え
る
。 

   

高
失
業

が
も
た
ら
し
た 

　
企
業
の
社
会
的
責
任
の
高
ま
り 

 

一
九
八
〇
年
代
、
保
守
党
政
権
下
で
行
わ

れ
た
国
営
事
業
の
民
営
化
を
核
と
す
る
行
政

改
革
は
、
従
来
政
府
が
主
導
し
て
き
た
社
会

統
治
に
お
い
て
、
企
業
を
表
舞
台
に
引
き
出

す
役
割
を
果
た
し
た
。
こ
れ
ま
で
フ
ィ
ラ
ン

ソ
ロ
ピ
ー（
社
会
貢
献
）な
ど
を
通
じ
て
黙
示

的
に
果
た
さ
れ
て
き
た
企
業
の
社
会
的
責
任

は
、
企
業
も
積
極
的
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
関

与
す
べ
き
と
い
う
認
識
の
も
と
、
よ
り
明
示

的
な
役
割
を
果
た
す
よ
う
に
な
っ
た
。
明
示

的
な
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
出
現
を
も
た
ら
す
契
機
と
な

っ
た
の
は
、
一
九
八
〇
年
代
初
頭
に
お
け
る

失
業
の
急
増
と
都
市
衰
退
を
背
景
と
し
た
暴

動
の
波
だ
っ
た
。
企
業
は
自
ら
が
営
業
を
続

け
る
こ
と
へ
の
社
会
的
承
認
を
守
る
こ
と
を

目
的
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
関
与
を
強
め
る
。

さ
ら
に
政
府
は
こ
れ
ら
の
動
き
を
積
極
的
に

支
援
し
、
九
〇
年
代
に
な
る
と
Ｃ
Ｓ
Ｒ
へ
の

関
心
は
さ
ら
に
高
ま
り
を
見
せ
た
。
そ
し
て

Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
取
り
組
む
対
象
は
、
社
会
的
責
任

あ
る
製
品
と
製
法
な
ど
の
「
社
会
的
事
業
」

や
、
社
会
的
責
任
あ
る
従
業
員
関
係
な
ど
の

「
経
営
活
動
の
あ
り
方
」
と
い
っ
た
次
元
に

ま
で
拡
大
し
て
い
っ
た
。 

   

Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
対
す
る 

　
政
府
支
援
策 

 
活
動
の
範
囲
を
飛
躍
的
に
広
げ
た
Ｃ
Ｓ
Ｒ

に
対
し
、
現
在
の
労
働
党
政
権
は
積
極
的
な

支
援
策
を
展
開
し
て
い
る
。
ブ
レ
ア
首
相
は
、

貿
易
産
業
省
（
Ｄ
Ｔ
Ｉ
）
内
に
Ｃ
Ｓ
Ｒ
担
当

の
閣
外
大
臣
の
ポ
ス
ト
を
創
設
し
た
。
現
在
、

Ｄ
Ｔ
Ｉ
が
行
っ
て
い
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
支
援
策
の
特

長
は
、
「
持
続
可
能
な
開
発
」
を
キ
ー
ワ
ー

ド
に
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
普
及
の
た
め
の
環
境
整
備
や

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
供
与
と
い
っ
た
「
ソ
フ
ト

な
規
制
」
を
行
っ
て
い
る
点
が
特
色
で
あ
る

（
注
）。
具
体
的
に
は
、 

 

①
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
ビ
ジ
ネ
ス
ケ
ー
ス
紹
介 

 

②
企
業
の
表
彰 

　 
 

③
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
及
び
企
業
の
参
加

支
援
（
共
同
出
資
、
租
税
優
遇
措
置
、
新
規

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
仲
介
な
ど
） 

 

③
政
府
の
企
業
支
援
部
署
に
よ
る
助
言 

 

④
英
国
及
び
国
際
的
な
Ｃ
Ｓ
Ｒ
行
動
規
範

に
関
す
る
合
意
の
形
成
の
促
進 

 

⑤
報
告
及
び
製
品
ラ
ベ
リ
ン
グ
の
た
め
の

効
果
的
な
枠
組
み
の
設
定
促
進 

　
―
―
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。 

   

Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
推
進
す
る
関
連
の
組
織 

 

こ
れ
ら
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
推
進
策
の
実
施
に
あ
た

っ
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
の
が
Ｎ
Ｐ

Ｏ
や
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
の
さ
ま
ざ
ま
な
Ｃ
Ｓ
Ｒ
関

連
組
織
だ
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
推
進
に
際
し
て
、
多

く
の
企
業
が
こ
れ
ら
の
組
織
の
コ
ン
サ
ル
テ

ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
い
る
。
政
府
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ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
統
一
的

な
概
念
が
広
範
に
認
識
さ
れ
て
い
る
、
あ
る

い
は
企
業
、
労
働
組
合
、
政
府
、
消
費
者
な

ど
の
関
係
主
体
が
共
通
の
方
向
性
を
も
っ
て

取
り
組
ん
で
い
る
と
は
必
ず
し
も
い
え
な
い

状
況
が
最
近
ま
で
続
い
て
い
た
。
欧
州
に
お

け
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
状
況
を
紹
介
し
て
い
る

"C
orporate 

Social 
R
esponsibility 

Across Europe"

に
よ
れ
ば
、
ド
イ
ツ
の
た

と
え
ば
使
用
者
団
体
と
労
働
組
合
に
よ
っ
て

形
成
さ
れ
て
い
る
「
コ
ー
ポ
ラ
テ
ィ
ズ
ム
」

（
社
会
の
主
な
組
織
が
階
層
あ
る
い
は
個
人

の
利
害
を
調
整
し
て
い
く
政
治
・
経
済
的
な

体
制
を
示
す
）
が
伝
統
的
に
根
強
く
、
そ
の

影
響
が
今
日
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
発
展
に
ま
で
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
と
す
る
。 

　
こ
の
研
究
に
よ
る
と
、
こ
の
強
固
な
コ
ー

ポ
ラ
テ
ィ
ズ
ム
の
伝
統
ゆ
え
に
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の

主
体
と
し
て
労
働
組
合
、
消
費
者
、
教
会
関

連
団
体
な
ど
に
積
極
的
な
役
割
は
期
待
し
が

た
い
と
さ
れ
、「
コ
ー
ポ
ラ
テ
ィ
ズ
ム
団
体
が

将
来
の
課
題
に
う
ま
く
適
応
し
て
積
極
的
に

市
民
社
会
に
貢
献
で
き
る
よ
う
に
な
る
か
否

か
が
、
そ
れ
ら
の
団
体
の
将
来
の
影
響
力
を 

も
こ
れ
ら
Ｃ
Ｓ
Ｒ
関
連
組
織
に
よ
る
政
府
や

企
業
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の

推
進
に
不
可
欠
で
あ
る
と
認
識
し
て
お
り
、

企
業
が
こ
れ
ら
の
組
織
を
活
用
す
る
こ
と
を

推
奨
し
て
い
る
。 

 

Ｃ
Ｓ
Ｒ
関
連
組
織
の
な
か
で
も
、
と
く
に

知
ら
れ
て
い
る
の
が
、
チ
ャ
ー
ル
ズ
皇
太
子

が
総
裁
を
務
め
るB

usiness In The C
om
-

m
unity

（
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｃ
）だ
。
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｃ
は
英
国

一
部
上
場
企
業
の
八
割
が
加
盟
す
る
企
業
を

会
員
と
す
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
で
、
一
九
八
二
年
の
設

立
以
降
、
幅
広
い
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
な

か
で
も
二
〇
〇
二
年
に
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｃ
が
開
発
し

た
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
進
捗
状
況
を
は
か
る
指

標
で
あ
るC

orporate Responsibility In-
dex

（
Ｃ
Ｒ
Ｉ
）は
国
際
的
に
も
普
及
し
て
い

る
。
ま
た
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
連
す
る
各
カ
テ
ゴ

リ
ー
に
お
い
て
優
秀
な
企
業
を
表
彰
す
る
「
Ｂ

Ｉ
Ｔ
Ｃ
優
秀
賞
」
に
つ
い
て
は
、
Ｄ
Ｔ
Ｉ
か

ら
補
助
金
が
出
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
判
定
に

は
Ｄ
Ｔ
Ｉ
も
参
加
し
て
い
る
。 

【
参
考
文
献
】 

 A
ndre' H

abisch

編
、C

orporate Social Re-
sponsibility Across Europe, Springer, 2005 

〔
注
〕 

 

労
働
政
策
研
究
機
構
『
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

と
企
業
の
社
会
的
責
任
』
二
〇
〇
五 

（
国
際
研
究
部
　
淀
川
京
子
） 

表1  DTI関連CSRプロジェクト 

広告、助言、提起された問題に関する企業 
との折衝。 
補助金の交付。 
判定への参加。 
研究、発表及びBITC報告ウェブサイトの支 
援に対する補助金の交付。 
パートナーシップにおける生産性及び職務 
満足度に対する補助金の交付。 

出所：Jeremy Moon, A Explict Model of Business-Society Relations, Springer, 2005

内　　　容 

OECD多国籍企業ガイドライン 

BITC優秀賞 
(Business in the Community Excellence Awards)
社会への影響レポート 
(Impact on Society Report)

パートナーシップ基金 

プロジェクト名 

表2  各省庁（DTI以外）におけるCSRプロジェクト 

女性の雇用機会拡大のための多省庁、多ス 
テークホルダーにわたるプロジェクトを組 
織すること 
多国籍企業のサプライチェーンにおける労 
働基準の改善を目的とした企業、NGO及び 
労働組合で構成される連携組織ETIに資金を 
供給する 
倫理的な企業行動及び現地中小企業への知 
識及び技術（たとえば健康及び安全に関す 
る）の移転を約束している多国籍企業の連 
携組織に対して資金を供与する。 
年金受託者及び資金運用者に対して貧困層 
に資する助言による支援を行なう。 
安定した社会環境と財務環境の創造に資す 
るコミュニティ開発を目指して活動する戦 
略的パートナーシップを支援する。 
年々の環境報告賞表彰（Environmental Re- 
porting Awards）を支援し、企業に助言し、 
報告を促進し、ガイドラインを設定する。 
企業と環境に関する諮問委員会（Advisory  
Committee on Business and the Environment,  
ACBE）への業務支援の提供と発行補助金 
の交付。 

出所：Jeremy Moon, 前掲書 

役　　　割 

制約なき女性 
―女性と仕事― 

倫理的取引 
イニシアティブ 

ビジネス・リンクス・ 
アジア 

開発のための 
企業パートナー 

企業環境報告 

企業内の持続可能性 
ワーキンググループ 

ジャスト・ 
ペンションズ 

プロジェクト名 

内閣府 

国際開発省 

環境食糧 
農村地域省 

省　庁 
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決
定
す
る
」
と
さ
れ
る
。
ま
た
、
政
府
の
活

動
に
言
及
し
つ
つ
も
、「
ド
イ
ツ
に
存
在
す
る

の
は
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
ま
と
ま
っ
た
完
成
図
で
は
な

く
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
パ
ズ
ル
絵
の
さ
ま
ざ
ま
な
パ
ー

ツ
で
し
か
な
い
こ
と
を
反
映
し
て
い
る
」
と
、

肯
定
的
と
は
い
え
な
い
評
価
が
み
ら
れ
る
。 

　
た
だ
し
、
こ
の
研
究
の
中
で
も
、
た
と
え

ば
多
国
籍
企
業
と
こ
れ
ら
を
代
表
す
る
中
央

の
使
用
者
団
体
（
Ｂ
Ｄ
Ｉ
＝
ド
イ
ツ
産
業
連

盟
、
Ｂ
Ｄ
Ａ
＝
ド
イ
ツ
使
用
者
連
盟
）
の
Ｃ

Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
取
り
組
み
や
、
活
動
例
と
し

て
の
「
自
由
と
責
任
」
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
（
主

要
な
企
業
団
体
と
経
済
誌
が
組
織
し
て
い
る
）

な
ど
個
々
の
ケ
ー
ス
は
丁
寧
に
紹
介
さ
れ
て

い
る
。 

　
こ
の
よ
う
に
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
国
全
体

と
し
て
の
ま
と
ま
っ
た
イ
メ
ー
ジ
、
コ
ン
セ

プ
ト
を
描
き
に
く
い
も
の
の
、
世
界
的
な
影

響
力
を
も
つ
ド
イ
ツ
の
多
国
籍
企
業
が
Ｃ
Ｓ

Ｒ
の
課
題
に
取
り
組
み
、
従
業
員
代
表
も
そ

れ
を
後
押
し
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
顕
著
に
見

ら
れ
る
。
た
と
え
ば
、
ダ
イ
ム
ラ
ー
・
ク
ラ

イ
ス
ラ
ー
は
二
〇
〇
二
年
七
月
に
、
従
業
員

の
意
見
を
取
り
入
れ
る
た
め
の
「
世
界
従
業

員
委
員
会
」
を
設
け
、
そ
の
後
同
委
員
会
と

合
同
で
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）
条
約
に

準
拠
し
た
グ
ル
ー
プ
全
体
の
社
会
的
責
任
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
し
、
取
引
先
に
も
こ
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
守
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

労
働
組
合
側
も
、
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
（
ド
イ
ツ
金

属
産
業
労
組
）
が
多
国
籍
企
業
グ
ル
ー
プ
ご

と
に
Ｉ
Ｆ
Ａ（
国
際
枠
組
協
約
）を
締
結
す
る

よ
う
働
き
か
け
て
い
る
。
労
働
組
合
の
主
な

目
的
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
「
中
核
的
労
働
基
準
」
の

順
守
だ
が
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
も
含
め
る

と
、
広
範
な
影
響
力
を
も
つ
と
考
え
ら
れ
る
。 

【
参
考
文
献
】 

 Andre' H
abisch

他
編
、
「C

orporate Social Re-
sponsility Across Europe

」Springer, 2005 

他 

（
国
際
研
究
部
・
主
任
調
査
員
　
吉
田
和
央
） 

　
オ
ラ
ン
ダ
で
は
最
近
、
企
業
の
社
会
的
責

任
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
に
関
す
る
報
告
書
を
公
表
す

る
企
業
の
数
が
増
加
し
て
い
る
。
多
く
の
企

業
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
経
済
的
お
よ
び
（
従

業
員
を
含
む
）
社
会
的
観
点
を
広
く
取
り
上

げ
て
い
る
一
方
で
、
も
っ
ぱ
ら
環
境
問
題
に

の
み
焦
点
を
当
て
て
い
る
企
業
も
あ
る
。
Ｃ

Ｓ
Ｒ
報
告
書
を
作
成
す
る
企
業
は
、
報
告
書

が
企
業
組
織
の
広
範
な
目
標
達
成
の
進
捗
状

況
に
関
す
る
情
報
を
広
報
す
る
の
に
役
立
つ

と
考
え
て
い
る
。Lexis N

exis Irs

発
行
の

雑
誌
「E
uropean Industrial Relations 

Review

（
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
号
）」
に
掲

載
さ
れ
た
オ
ラ
ン
ダ
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書

の
作
成
状
況
に
関
す
る
調
査
結
果
の
概
要
に

つ
い
て
紹
介
す
る
。 

　
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
大
学
の
ハ
ロ
ル
ド
・
ハ

シ
ッ
ク
教
授
は
、
ア
ム
ス
テ
ル
ダ
ム
の
証
券

取
引
所
に
上
場
し
て
い
る
企
業
一
三
九
社
を

対
象
に
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
の
内
容
に
関
す
る
調

査
を
実
施
し
た
。
一
三
九
社
の
う
ち
二
六
社

が
ウ
ェ
ブ
・
サ
イ
ト
で
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
を
公

表
し
て
い
た
。
調
査
は
、
こ
れ
ら
二
六
社
の

報
告
書
の
従
業
員
に
関
す
る
情
報
を
、
①
労

働
力
構
成
と
労
働
移
動
②
従
業
員
の
権
利
と

労
働
条
件
③
安
全
衛
生
④
教
育
訓
練
、
能
力

開
発
―
―
の
四
分
野
に
分
類
し
て
分
析
。
従

業
員
に
関
す
る
部
分
は
、
平
均
で
六
頁
か
ら

な
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
項
目
を
含
ん
で
い
た（
表
）。 

 

調
査
対
象
企
業
一
三
九
社
の
中
で
、
従
業

員
二
万
五
〇
〇
一
人
以
上
の
企
業
二
〇
社
の

う
ち
の
一
六
社（
八
〇
％
）、
従
業
員
一
万
一

人
以
上
二
万
五
〇
〇
〇
人
以
下
の
企
業
一
六

社
の
う
ち
六
社（
三
八
％
）が
独
立
し
た
Ｃ
Ｓ

Ｒ
報
告
書
を
公
表
し
て
い
た
。
他
方
、
従
業

員
五
〇
〇
人
以
下
の
小
規
模
企
業
四
六
社
の

う
ち
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
を
公
表
し
て
い
た
の
は

一
社（
二
％
）の
み
で
あ
っ
た
。
調
査
は
、
企

業
規
模
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
の
作
成
に
影
響
し

て
い
る
と
分
析
す
る
。 

 
労
働
力
構
成
と
労
働
移
動
に
関
し
て
は
、

ほ
と
ん
ど
の
報
告
書（
二
四
件
、
九
二
％
）が

従
業
員
総
数
を
、
多
く
の
報
告
書
が
ジ
ェ
ン

ダ
ー（
一
八
件
、
六
九
％
）、
地
域（
一
七
件
、

六
五
％
）、
雇
用
形
態（
フ
ル
タ
イ
ム
、
パ
ー

ト
タ
イ
ム
、
臨
時
ま
た
は
正
規
の
雇
用
）（
一

一
件
、
四
二
％
）
な
ど
の
労
働
力
構
成
を
記

載
し
て
い
た
。
労
働
移
動
に
関
し
て
は
、
転

職
率（
七
件
、
二
七
％
）、
合
計
の
雇
用
減
少

数（
一
一
件
、
四
二
％
）、
事
業
再
編
に
伴
う

解
雇
数（
一
二
件
、
四
六
％
）な
ど
を
記
載
。

一
二
社（
四
六
％
）が
解
雇
し
た
労
働
者
に
対

す
る
再
就
職
支
援
策
を
盛
り
込
ん
で
い
た
。 

 

従
業
員
の
権
利
と
労
働
条
件
に
関
し
て
は

、

七
件（
二
七
％
）が
従
業
員
報
酬
に
関
す
る
方

針
を
、
六
件（
二
三
％
）が
賃
金
総
額
を
記
載

し
て
い
た
。
多
様
性
政
策
に
つ
い
て
は
、
一

四
件（
五
四
％
）が
取
り
上
げ
、
そ
の
う
ち
一

三
件（
五
〇
％
）が
管
理
職
の
女
性
比
率
を
記

載
し
て
い
た
。
労
働
者
参
加
に
関
し
て
は
、

調
査
結
果
へ
の
従
業
員
の
関
与（
一
〇
件
、

三
九
％
）、
労
働
組
合
に
加
入
し
て
い
る
労

働
者
の
割
合（
八
件
、
三
一
％
）が
も
っ
と
も

多
く
、
人
権
政
策
お
よ
び
児
童
労
働
政
策
に

つ
い
て
は
、
九
件（
三
五
％
）が
言
及
し
て
い

た
。 

 

安
全
衛
生
に
関
し
て
は
、
一
八
件
（
六
九

％
）が
取
り
上
げ
、
病
気
休
暇
に
関
す
る
情

報（
一
五
件
、
五
八
％
）従
業
員
一
〇
〇
〇
人

当
た
り
ま
た
は
一
〇
〇
万
労
働
時
間
当
た
り

の
労
働
災
害
発
生
件
数（
一
四
件
、
五
四
％
）

な
ど
を
記
載
。
教
育
訓
練
、
能
力
開
発
に
関

し
て
は
、
従
業
員
の
職
務
技
術
研
修（
一
八

件
、
六
九
％
）、
管
理
職
研
修（
一
一
件
、
四

二
％
）、
管
理
職
候
補
者
研
修（
八
件
、
三
一

％
）や
訓
練
受
講
者
数（
一
〇
件
、
三
九
％
）

な
ど
を
取
り
上
げ
て
い
た
。 

　
（
国
際
研
究
部
　
大
島
秀
之
） 
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デンマーク 

奥
行
き
の
あ
る
労
働
市
場
と
Ｃ
Ｓ
Ｒ
 

特集―企業の社会的責任（CSR） 

 

「
奥
行
き
の
あ
る
労
働
市
場
」
と
は
、
障

害
者
や
労
働
能
力
が
低
下
し
た
者
が
よ
り
広

範
に
社
会
参
加
（
就
労
）
す
る
こ
と
が
で
き

る
社
会
を
創
造
す
る
た
め
の
各
種
施
策
を
象

徴
す
る
概
念
で
、
一
九
九
〇
年
代
中
期
か
ら

デ
ン
マ
ー
ク
で
実
施
さ
れ
て
い
る
社
会
福
祉

政
策
や
労
働
市
場
政
策
の
核
を
な
す
活
性
化

路
線
や
積
極
路
線
を
支
え
る
理
念
で
あ
る
。 

 

奥
行
き
の
あ
る
労
働
市
場
政
策
は
、
①
病

気
や
そ
の
他
の
理
由
で
解
雇
の
危
険
が
あ
り
、

同
時
に
他
の
職
に
就
く
こ
と
が
困
難
な
者
に

対
し
て
職
を
保
持
す
る
た
め
の
支
援
提
供
②

長
期
失
業
者
、
労
働
能
力
が
低
下
し
た
者
、

移
民
二
世
の
雇
用
促
進
―
―
と
い
う
形
で
展

開
さ
れ
る
。 

 

デ
ン
マ
ー
ク
政
府
は
一
九
九
七
年
、
奥
行

き
の
あ
る
労
働
市
場
に
関
す
る
基
本
行
動
計

画
「
す
べ
て
の
人
々
の
た
め
の
労
働
市
場
」

を
発
表
し
、
民
間
企
業
及
び
公
的
機
関
は
労

働
能
力
が
低
下
し
た
者
や
移
民
二
世
等
を
対

象
と
し
た
雇
用
促
進
制
度
で
あ
る
フ
レ
ッ
ク

ス
・
ジ
ョ
ブ（
１
）及
び
ス
コ
ー
ネ
・
ジ
ョ
ブ

（
２
）を
よ
り
積
極
的
に
活
用
し
、
そ
の
社
会

的
責
任
を
果
た
す
よ
う
呼
び
か
け
た
。 

 

当
時
の
社
会
民
主
党
主
導
に
よ
る
連
立
政

府
が
掲
げ
た
「
二
〇
〇
五
年
を
目
処
に
フ
レ

ッ
ク
ス
・
ジ
ョ
ブ
及
び
ス
コ
ー
ネ
・
ジ
ョ
ブ

に
基
づ
く
雇
用
を
三
万
〜
四
万
件
創
出
」
と

い
う
目
標
は
、
一
九
九
八
年
の
雇
用
件
数
七

八
四
一
件
か
ら
二
〇
〇
三
年
に
は
三
万
三
〇

七
件
と
約
四
倍
に
増
加
、
さ
ら
に
二
〇
〇
五

年
に
お
い
て
は
対
一
九
九
八
年
比
で
五
・
六

倍
の
四
万
四
〇
三
二
件
（
内
、
フ
レ
ッ
ク
ス
・

ジ
ョ
ブ
＝
三
万
七
九
九
二
件
、
ス
コ
ー
ネ
・

ジ
ョ
ブ
＝
六
〇
四
〇
件
）
と
な
っ
て
お
り
、

当
初
の
政
府
目
標
は
達
成
さ
れ
て
い
る
。 

 

ま
た
、
二
〇
〇
〇
年
四
月
一
日
、
奥
行
き

の
あ
る
労
働
市
場
の
創
出
を
め
ざ
し
た
各
種

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
助
成
金
を
支
給
し
、
労
働

能
力
が
低
下
し
た
人
々
の
社
会
参
加
を
支
援 

表1  CSR報告書の従業員に関する部分の内容 

機会均等政策 
総額人件費 
苦情処理政策・手続き 
倫理管理、懲戒政策 
結社の自由 
強制労働 
労働組合権、団体交渉権 
労働組合との交渉 
安全衛生 
衛生政策 
安全政策 
衛生政策の達成状況 
安全政策の達成状況 
病欠数、病欠率 
労働災害発生率 
労働災害発生件数 
労働災害による死亡数 
怪我および障害の発生件数 
事故による労働損失日数 
HIV/AIDS対策 
病気の数 
主な事故の詳細 
非常時対応、救急 
安全衛生の監督 
教育訓練、能力開発 
一般的OJT 
現管理職に対する研修 
訓練受講者数 
将来の管理職に対する研修 
業績管理、査定方針 
従業員1人当たりの教育訓練費用 
従業員1人当たりの平均教育訓練時間数 
総額教育訓練費用 
採用方針 
教育訓練の総時間数 

労働力構成および労働移動 
従業員総数 
ジェンダー別内訳 
地域・国別従業員内訳 
事業組織再編に伴う解雇数 
労働移動・エンプロイヤビリティー政策 
雇用契約別従業員内訳 
合計雇用削減数 
部門別従業員内訳 
年齢階層別従業員内訳 
離職率 
雇用の自然減数 
自発的退職数（早期退職協定を含む） 
職種別従業員内訳 
非自発的退職者数 
勤続年数別従業員内訳 
雇用創出数 
退職者数 
企業内転勤による退職者数 
民族、国籍、言語別従業員内訳 
平均勤続年数 
平均年齢 
新規採用数 
新規採用者の内訳 
空席ポスト数 
雇用契約期間満了による退職者数 
従業員の権利と労働条件 
多様性政策に関する声明 
管理職のジェンダー内訳 
労働者関与・協議の方針 
調査結果への従業員の関与 
多様性政策の達成状況 
人権政策 
児童労働 
労働組合に加入する従業員数および割合 
報酬・福利厚生政策 

24 
18 
17 
12 
12 
11 
11 
10 
8 
7 
7 
6 
5 
5 
4 
4 
4 
4 
3 
3 
3 
3 
3 
3 
3 
  
14 
13 
13 
10 
9 
9 
9 
8 
7

92 
69 
65 
46 
46 
42 
42 
39 
31 
27 
27 
23 
19 
19 
15 
15 
15 
15 
12 
12 
12 
12 
12 
12 
12 
 
54 
50 
50 
39 
35 
35 
35 
31 
27

7 
6 
6 
6 
5 
4 
4 
3 
  
18 
18 
17 
17 
15 
14 
10 
10 
8 
6 
4 
3 
3 
3 
3 
  
18 
11 
10 
8 
7 
6 
6 
5 
3 
2

27 
23 
23 
23 
19 
15 
15 
12 
 
69 
69 
65 
65 
58 
54 
39 
39 
31 
23 
15 
12 
12 
12 
12 
 
69 
42 
39 
31 
27 
23 
23 
19 
12 
8

出所：「European Industrial Relations Review（2005年10月号）」 

情報項目 情報項目 報告書数 
（件） 

割合 
（％） 

件数 
（件） 

割合 
（％） 
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す
る
「
奥
行
き
の
あ
る
労
働
市
場
に
関
す
る

社
会
福
祉
政
策
審
議
会
」
が
社
会
省
の
諮
問

機
関
と
し
て
同
省
内
に
設
置
さ
れ
た
。 

  

コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン
・
セ
ン
タ
ー 

 

一
九
九
八
年
、
デ
ン
マ
ー
ク
政
府
は
奥
行

き
の
あ
る
労
働
市
場
を
創
造
す
る
た
め
の
一

施
策
と
し
て
、
公
的
部
門
、
民
間
企
業
、
市

民
社
会
の
協
力
関
係
を
強
化
し
、
企
業
の
社

会
的
責
任
を
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た

コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン
・
セ
ン
タ
ー
を
開
設
し
た
。 

 

同
セ
ン
タ
ー
は
、
企
業
の
社
会
的
貢
献
を

よ
り
積
極
的
に
推
し
進
め
る
こ
と
を
目
的
と

し
た
Ｃ
Ｓ
Ｒ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
一
六
の
国
内

企
業
に
よ
り
構
成
さ
れ
、
従
業
員
総
数
は
一

一
万
人
以
上
）
に
加
入
す
る
企
業
リ
ー
ダ
ー

の
事
務
局
と
し
て
機
能
し
て
い
る
。
ま
た
、

同
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、
企
業
の
社
会
的
責
任

に
関
す
る
事
案
に
つ
い
て
、
雇
用
担
当
大
臣

の
諮
問
機
関
の
役
割
も
果
た
し
て
い
る
。 

  

Ｃ
Ｓ
Ｒ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

　（
１
） 

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

　
Ｃ
Ｓ
Ｒ
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、

労
働
市
場
に
お
け
る
社
会
的
弱
者
の
疎
外
を

予
防
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
人
々
を
よ

り
積
極
的
に
社
会
や
職
場
に
統
合
す
る
た
め
、

さ
ま
ざ
ま
な
事
案
に
つ
い
て
協
議
・
提
言
・

答
申
す
る
フ
ォ
ー
ラ
ム
と
し
て
一
九
九
六
年

に
公
的
機
関
・
民
間
企
業
の
リ
ー
ダ
ー
（
理

事
長
、
社
長
、
専
務
理
事
な
ど
）
に
よ
り
設

立
さ
れ
た
全
国
的
な
組
織
で
あ
る
。
一
六
社

（
従
業
員
・
職
員
は
合
わ
せ
て
一
〇
万
人
以

上
）
の
代
表
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
こ
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
は
、
雇
用
大
臣
の
諮
問
機
関
と
し

て
の
役
割
も
果
た
し
て
い
る
。
ま
た
、
社
会

的
責
任
を
果
た
し
た
企
業
・
機
関
に
対
し
て
、

毎
年
「
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
プ
ラ
イ
ズ（
下
記

参
照
）」
を
授
与
し
て
い
る
。 

 

（
２
） 

ロ
ー
カ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

 

国
内
に
は
六
つ
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
ロ
ー
カ
ル
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
が
結
成
さ
れ
て
お
り
、
業
界
や

分
野
を
超
え
社
会
的
貢
献
に
つ
い
て
協
議
す

る
こ
と
に
よ
り
相
互
理
解
を
深
め
、
地
域
を

ベ
ー
ス
に
企
業
の
社
会
的
責
任
を
果
た
す
た

め
の
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
ロ
ー
カ

ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、
①
Ｃ
Ｓ
Ｒ
首
都
圏

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
加
盟
企
業
・
機
関
＝
八
八
）

②
Ｃ
Ｓ
Ｒ
北
シ
ェ
ラ
ン
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
加

盟
企
業
・
機
関
＝
五
八
）
③
Ｃ
Ｓ
Ｒ
フ
ュ
ン
・

ネ
ッ
ト
ー
ワ
ー
ク
（
加
盟
企
業
・
機
関
＝
二

四
一
）
④
Ｃ
Ｓ
Ｒ
北
ユ
ラ
ン
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
（
加
盟
企
業
・
機
関
＝
一
九
八
）
⑤
Ｃ
Ｓ

Ｒ
中
部
ユ
ラ
ン
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
加
盟
企

業
・
機
関
＝
二
五
九
）
⑥
Ｃ
Ｓ
Ｒ
南
ユ
ラ
ン
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
加
盟
企
業
・
機
関
＝
二
九

五
）
―
―
に
よ
り
構
成
さ
れ
て
お
り
、
メ
ン

バ
ー
企
業
・
機
関
は
年
々
増
加
の
傾
向
で
あ

る
。 

 

（
３
）ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
プ
ラ
イ
ズ 

　
社
会
的
責
任
を
果
た
す
た
め
に
努
力
し
た

企
業
に
対
し
与
え
ら
れ
る
賞
で
、
以
下
の
基

準
に
基
づ
い
て
選
考
さ
れ
る
。 
 

ア
．
企
業
の
社
会
的
責
任
に
関
す
る
理
念

を
具
現
化
し
た
、
あ
る
い
は
斬
新
的
な
施
策
・

事
業
を
実
施
し
、
こ
の
分
野
に
新
た
な
対
話
・

考
え
方
を
生
み
出
し
た
。 

 

イ
．
社
会
的
な
責
任
を
果
た
す
た
め
、
組

織
が
一
丸
と
な
っ
て
将
来
的
に
も
持
続
可
能

な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
し
た
。 

 

ウ
．
評
価
基
準
と
さ
れ
る
の
は
、
社
会
的

責
任
を
果
た
す
こ
と
を
目
指
し
た
各
種
施
策

の
具
体
的
な
結
果
で
あ
る
。
選
考
委
員
会
は
、

各
種
施
策
が
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
顧
客
、

株
主
、
従
業
員
・
職
員
の
他
、
取
引
先
、
地

域
住
民
等
）
に
ど
れ
ほ
ど
有
利
な
結
果
を
も

た
ら
し
か
を
基
準
に
評
価
す
る
。 

 

エ
．
他
社
に
と
っ
て
も
参
考
に
な
り
、
同

様
な
試
み
が
他
の
職
場
で
も
可
能
で
あ
る
こ

と
。 

　
な
お
、
評
価
対
象
と
な
る
具
体
的
な
事
項

と
し
て
、
①
個
々
の
従
業
員
・
職
員
の
状
況

と
労
働
能
力
を
考
慮
し
（
例
え
ば
、
高
齢
者
、

有
子
家
庭
、
移
民
な
ど
）
、
組
織
改
革
あ
る

い
は
仕
事
の
手
順
を
変
え
た
②
企
業
戦
略
に

社
会
的
配
慮
を
組
み
入
れ
、
社
会
的
配
慮
と

競
争
上
の
配
慮
が
調
和
す
る
よ
う
努
力
し
た

③
公
的
機
関
、
移
民
団
体
、
労
使
団
体
と
協

力
し
、
地
域
社
会
の
社
会
的
条
件
（
生
活
・

労
働
条
件
等
）
を
改
善
す
る
た
め
に
努
力
し

た
―
―
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。 

  

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス 

 

「
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
」
は
、

民
間
企
業
や
公
的
機
関
の
社
会
的
貢
献
度
を

評
価
す
る
た
め
に
旧
労
働
省
（
現
雇
用
省
）

が
作
成
し
た
ツ
ー
ル
で
、
従
業
員
・
職
員
及

び
地
域
社
会
に
対
し
て
社
会
的
責
任
を
果
た

す
と
い
う
こ
と
に
対
す
る
首
脳
陣
の
姿
勢
、

社
会
的
責
任
に
根
ざ
し
た
人
事
政
策
、
労
働

能
力
が
低
下
し
た
従
業
員
・
職
員
（
長
期
失

業
の
危
険
が
あ
る
）
に
対
す
る
配
慮
、
高
齢

従
業
員
・
職
員
に
対
す
る
配
慮
、
家
族
に
対

す
る
配
慮
を
筆
頭
に
、
一
八
の
評
価
項
目
に

よ
り
構
成
さ
れ
て
い
る
。 

 

企
業
・
機
関
の
代
表
者
（
従
業
員
・
職
員

及
び
管
理
職
の
代
表
五
〜
一
〇
人
）
は
、
こ

の
ツ
ー
ル
を
利
用
し
、
企
業
・
機
関
の
社
会

的
責
任
の
さ
ま
ざ
ま
な
側
面
に
つ
い
て
協
議

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
各
項
目
に
つ

い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
評
価
（
一
〇
〇
満
点
）

す
る
こ
と
で
、
職
場
の
社
会
貢
献
度
の
現
状

を
把
握
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
定
期
的
に
行

わ
れ
る
評
価
作
業
に
よ
り
、
社
会
貢
献
度
に

関
す
る
職
場
の
実
態
が
明
ら
か
に
さ
れ
、
新

た
な
努
力
目
標
等
が
設
定
さ
れ
る
。
同
ツ
ー

ル
を
活
用
す
る
企
業
・
機
関
は
年
々
増
加
し

て
お
り
、
社
会
的
責
任
を
果
た
す
こ
と
に
向

け
た
企
業
や
機
関
の
具
体
的
な
対
策
や
経
験

等
を
蓄
積
し
た
Ｃ
Ｓ
Ｒ
デ
ン
マ
ー
ク
・
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
も
開
設
さ
れ
て
い
る
。 

  

Ｓ
マ
ー
ク 

 

Ｓ
マ
ー
ク
は
、
公
的
機
関
、
民
間
企
業
の

社
会
的
貢
献
に
関
す
る
認
定
制
度
で
、
申
請

に
基
づ
き
「
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス

事
務
局（
３
）」
が
指
名
し
た
独
立
審
査
機
関

に
よ
る
審
査
に
合
格
し
た
企
業
・
機
関
に
「
認

定
証
＝
Ｓ
マ
ー
ク
」
が
付
与
さ
れ
る
。
認
定

は
三
年
間
有
効
、
Ｓ
マ
ー
ク
は
、
求
人
広
告
、

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
年
次
報
告
書
、
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
な
ど
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

　
こ
れ
ま
で
八
つ
の
企
業
・
機
関
が
「
Ｓ
マ

ー
ク
」
を
受
理
し
て
い
る
。 

  

〔
注
〕 

 

１
．
労
働
能
力
が
低
下
し
た
者
（
長
期
失
業
者
な

ど
）
が
社
会
復
帰
を
目
指
す
た
め
に
給
付
さ
れ
る
サ

ー
ビ
ス
で
、
職
業
訓
練
（
実
際
の
職
場
で
就
労
）
と

い
う
形
態
で
実
施
さ
れ
、
国
が
雇
用
主
に
対
し
て
賃

金
の
一
部
あ
る
い
は
全
部
を
補
助
金
と
し
て
支
給
す

る
制
度
。 

 

２
．
早
期
年
金
受
給
者
（
デ
ン
マ
ー
ク
で
は
障
害

者
年
金
は
早
期
年
金
と
呼
ば
れ
て
い
る
）
が
普
通
の

職
場
に
お
い
て
当
該
人
に
適
し
た
「
簡
単
な
仕
事
」

を
行
う
場
合
、
そ
の
労
働
時
間
に
応
じ
た
賃
金
の
一

部
に
対
し
て
国
が
補
助
金
を
支
給
す
る
制
度
。 

 

３
．
労
働
省
の
外
郭
組
織
で
あ
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・

イ
ン
デ
ッ
ク
ス
事
務
局
は
、
審
査
機
関
と
し
て
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
「N

avigent

」
を
指
名
。
ソ
ー

シ
ャ
ル
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
事
務
局
は
、
企
業
の
社
会

的
責
任
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
に
応
じ
る
と
同
時
に
、

Ｓ
マ
ー
ク
認
定
に
関
す
る
申
請
受
付
業
務
も
行
っ
て

い
る
。 

（
海
外
委
託
調
査
員
　
田
口
繁
夫
） 
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特集―企業の社会的責任（CSR） 

　オランダに本部を置くＮＧＯのグローバル・リポーティング・イニシアティブ（ＧＲＩ）は、企業の持続可能性報告書（サ
ステナビリティー・レポーティング）のガイドラインを策定する活動を行っている。ＧＲⅠは、米国のＮＧＯのセリーズ（CERES
＝Coalition for Environmentally Responsible Economies）（「環境に責任を持つ経済のための連合」）と国連環境計画（ＵＮ
ＥＰ）が中心となって、持続可能性報告書の品質、厳密さ、利便性の向上を目的に1997年秋に設立された。企業、ＮＧＯ、
会計士団体、投資家機関、労働組合などの多様なステークホルダーの支援を受けながら、全世界で適用可能な持続可能性報告
書ガイドラインの作成に取り組み、2000年６月にガイドライン（第１版）を、2002年に改訂版
（第２版）を発行した。ガイドライン（第２版）は、持続可能性報告書に記載すべき情報に関し、
環境、経済、社会の３分野における指標（必須指標、任意指標の２段階からなる）を盛り込ん
でいる。社会分野の指標は、労働慣行、人権、社会の３つのカテゴリーに分類され、ＩＬＯな
ど主要な国際基準と整合性を持つよう工夫されている。 
 ＧＲＩは、現在ガイドラインの改訂作業を進めており、2006年１月には、ガイドライン（第
３版）の草案を公表した。労働慣行の分野では、雇用、労使関係、労働安全衛生、教育訓練、
多様性および機会均等の５つのカテゴリーにおける合計15の指標を提案している（表） 
【参考】 
 ＧＲＩ日本フォーラム・ホームページ 
 ＧＲＩ「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン　2002」 
 ＧＲＩ「Sustainability Reporting Guidelines （Draft）G3 version for public comment」 

 （国際研究部） 

ＧＲＩ「持続可能性報告書のガイドライン」 

表　GRIサステナビリティ・リポーティング・ガイドライン（第3版草案） 
　　労働慣行およびディーセント・ワークに関する指標 

就業形態・地域別の労働力の内訳 

年齢階層・ジェンダー別の従業員総数および 

離職率 

独立した労働組合組織に代表される従業員ま 

たは団体協約の適用を受ける従業員の割合 

事業再編に関する最低告知期間および従業員 

あるいは労働者代表との協議・交渉慣行 

労働安全衛生プログラムに関する監視と助言 

を支援する、労使による公式の合同安全衛生 

委員会に代表される労働力の割合 

怪我、職業病、労働損失日数、欠勤の割合お 

よび職業性死亡数 

HIV/AIDSやその他の深刻な伝染病に感染する 

従業員とその家族、地域社会の人々を支援す 

るために実施される、教育・訓練・協議・予 

防・危機管理プログラム 

従業員区分別の従業員１人当たりの平均年間 

研修時間 

 

 

 

監視組織の構成およびジェンダー、年齢階層、 

マイノリティー・グループ、その他の多様性 

指標などのカテゴリー別の従業員の内訳 

臨時やパートタイムの従業員には与えられず、 

正規従業員に提供される最低の福利厚生 

  

  

  

 

 

労働安全衛生管理アプローチの要素 

 

 

労働組合との公式の協定が適用される安全衛生 

に関する事項 

  

 

 

 

従業員のエンプロイヤビリティ維持を助け、キ 

ャリア終焉への対処を支援する、技術管理や生 

涯学習のためのプログラム 

定期的に業績やキャリア開発に関する面接を受 

ける従業員の割合 

従業員区分別の男性と女性の平均賃金 

出所：Global Reporting Initiative「Sustainability Reporting Guidelines Version 3 public comment」 

任意指標 必須指標 

雇用 

  

 

労使関係 

 

 

  

労働安全衛生 

 

 

 

 

 

 

  

  

教育訓練 

 

 

 

  

多様性および機会均等 

事　項 


